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研究成果の概要（和文）：理論的には「福祉的再編を基軸とした次世代型公教育システム」について森(2020)に
おいて教育の社会的機能に着目する観点からの俯瞰的整理を行った。教育をめぐる国家と社会の関係変容の行方
について論点を整理した。ガバナンスについては、武井ほか(2022)において、フリースクールや居場所を展開す
るNPO法人のケースを検証し、事業性と包摂性のジレンマを前提に組織内外の環境整備に努めることの重要性を
明らかにした。行政支援としての地域団体のネットワーク形成の重要性も把握された。カリキュラムについては
澤田ほか(2021)において、学校教育のカリキュラムの柔軟化や学びの場の多様化の効果について検証し、提言し
た。

研究成果の概要（英文）：Theoretically, Mori (2020) made a bird's-eye view of the "next-generation 
public education system based on welfare-like restructuring" from the perspective of focusing on the
 social function of education. We summarized the issues regarding the future of the transformation 
of the relationship between the state and society with regard to education. Regarding governance, 
Takei et al. (2022) examined the case of a nonprofit organization that operates free schools and 
places to stay, and clarified the importance of working to improve the environment inside and 
outside the organization based on the dilemma of business potential and inclusiveness. The 
importance of networking among community organizations as a form of administrative support was also 
identified. Regarding the curriculum, Sawada et al. (2021) examined the effects of flexibility in 
the school curriculum and diversification of learning opportunities, and made recommendations.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
(1)社会的意義については研究目的であった「福祉的再編を基軸とした次世代型公教育システム」を提案し、社
会的政策的に発信する点については、研究代表者である末冨芳が文部科学省の第4期教育振興基本計画の構想段
階で「多様な学習者が個性や背景を受容されながら、質の高い学習を保障し、ウェルビーイングを実現する」こ
との重要性を強調し、教育基本振興基本計画にも一部反映されている。
(2)学術的意義については、福祉と教育との関係について、理論的な整理を試み、子どもの権利にもとづく関係
再編が公教育システムの再編とともに学習者のウェルビーイング実現の基盤となることを明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
テストスコアでは一見成功しているように見えるものの、不登校や指導死、いじめ自殺などの

病理現象が改善せず、子ども・若者の学習意欲や自尊感情・幸福感なども国際的に著しく低く、
日本の公教育システムは閉塞状況にある。この状況をどう改善して行けば良いのかというオル
タナティブスを、教育学はまだうまく示すことができていない。 
その要因の一つが、「誰のため、何のために教育をするか」という大きな目的が公教育システ

ムから喪失してしまっている状況である。教員配置や学校予算を軽視したままで、学校や自治体
別のテストスコアが「学力」として重視されるようになった結果、学校が本来重視すべき子ども
や学習者の人格、背景、個性やニーズを尊重できなくなっている。 
しかし貧困状況にある子ども、外国籍や不登校の子ども・若者など困難を抱える学習者たちに

真剣に向き合う学校や非営利部門の現場、そして時として営利企業においても、子どもたち自身
のニーズやメリット（最善の利益）を重視する、すなわち子どもたちの福祉(well-being)を尊重す
る態度や関わりが、自発的に生成する現象は共通する。 
保育や児童福祉分野などの子どもに関する学問分野では共通理念となっている子どもの福祉

(well-being)は、まだ教育・教育学分野では共通言語となっていない。子どもの福祉(well-being)を
教育領域でも共通言語化し、「誰のため、何のために教育をするか」という目的を共有し、日本
の公教育システムの閉塞状況を改善し次世代型公教育システムに移行していく具体的なビジョ
ンと移行モデルを示すことが、教育および教育学にとって必要な状況にある。 
子どもの学ぶ権利を保障する意識が弱く、フリースクールやオルタナティブスクールの設置

認可や補助制度も未発達な日本において、子ども・学習者の福祉（well-being）の尊重を、あらゆ
る教育サービスの提供者が重視し活動しなければならない公教育システムへの移行をどのよう
に実現するかは、喫緊の課題である。 
文部科学省もコロナ禍の中で、個別最適な学びや、学校の福祉的機能を重視するなど公教育

観・学校観・授業観の変動期に入った。 
 GIGA スクール構想の実現により、学校に通うこ
とができない子どもたちにも、学びを保障できる
環境整備」が可能となった。 
 こうした政策的公共圏の拡大の中で、一斉教授
方式や正規のカリキュラム履修に陥る近代型学校
教育の様式ではなく、無為、「緩さ」、子ども・若者
の尊厳と権利、アドボカシーを実現すること、教
育における民主主義の実現、小規模な教育サービ
ス提供者やそこで学ぶ子どもたちも、その公共圏
に包摂されるためには、「福祉的再編を基軸とした
次世代型公教育システム」の構想が不可欠になる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は「福祉的再編を基軸とした次世代型公教育システム」を検討し、社会的政策的

に提言、発信することにある。福祉的再編とは、子ども・学習者の福祉（well-being）の尊重を、
あらゆる教育サービスの提供者が重視し活動しなければならない公教育システムへの再編を意
味する。具体的には、株式会社や非営利法人含め非政府部門による多元的な教育サービスの提供
が拡大する社会において、国公私立の正規の学校でも、それ以外の営利部門・非営利部門双方の
設置主体による多様な学びの場でも、多様な学習者（不登校やマイノリティの子ども、障がいを
持つ子ども、学び直しニーズを持つ成人、正規の学校への違和感を持つ子ども、を含むすべての
子ども・学習者）が、それぞれの個性や背景を受容され承認され、教師や指導者との相互作用の
中で、質が確保された学習が行われる条件を探索し、現実的に構想する。 
本研究のオリジナリティは、これまでの教育学の主流的立場とは異なり、教育の市場的再編を

否定せず、むしろ公教育へのビジネス参入による市場的再編も所与の条件としたうえで、たとえ
営利組織の行う教育サービスであっても、伝統的な公立学校であっても、非営利法人運営のフリ
ースクールでも、子ども・学習者の福祉(well-being)を実現していくことのできる公教育システム
を目ざす点にある。 
 
３．研究の方法 
 研究方法は 3 つのアプローチを採用した。 
研究方法 1：理論 
公教育システムの再編原理としての、子ども・学習者の福祉(well-being)の共通言語化を、教育

分野のアクターにおいても促進するための理論的研究を実施した。福祉的再編を基軸として公
教育システムを再編していくた際に「誰のため何のための教育か」という目的が多様な教育サー
ビス供給アクターに共有される必要がある。本研究では、次世代型公教育システムの基軸概念と



して子ども・学習者の福祉(well-being)を位置づけて行くための理論的吟味が必要である。海外で
は UNESO(2016)や Aiscow(2016)など国際機関や著名な研究者が理論を唱導しているが、日本で
も、仁平(2015)、森(2015),末冨(2017)など子ども・学習者の普遍的な尊重と権利保障に関する一
定の理論的な蓄積が行われつつある。だが子ども・学習者の福祉(well-being)については、日本の
教育政策からは捨象される構造的課題があり（松下佳代 2009,畠中 2016）、また日本の場合には
学校だけでなく学校外教育の提供アクターの規模も大きいことから営利部門への適用可能性も
含めて検討される必要がある。日本の教育政策の特殊性に関するメタ分析とともに、多様な教育
サービス提供主体が共有できる子ども・学習者の福祉(well-being)の内容について、日本の実態に
即した理論的検討を行った。 
研究方法 2：ガバナンス 
利潤追求型の営利組織であっても、子どもの福祉(well-being)を追求することが組織メリットと

なるガバナンスシステムの構築に関する実証的検討を実施した。現在の学校法人、教育産業、フ
リースクールや非営利法人が、子どもに対しどのような理念を持って活動しているのか、また評
価やペナルティなどいかなるガバナンスシステムを構築しているのか、国公立学校、学校法人、
教育産業やフリースクールの現状を分析する。関係者のインタビューと制度分析が主な手法と
なる。それとともに、多様な教育サービス提供主体を前提としたガバナンスシステムを構築して
きたイギリスを対象に、子ども・学習者の福祉(well-being)の保障を、公教育システムのガバナン
スにどのように実現していくかを検討を行った。 
研究方法 3：カリキュラム 
多様な教育の成果を設定し、子どもたちに保障していくための対話的カリキュラム形成の在

り方に関する研究を実施した。困難校、フリースクールやボランタリーな学習支援では、テスト
スコアにとらわれない多様な教育の成果（学習意欲、他者との関係形成能力などの非認知的能力
を含め）を、一人ひとりの学習者に教師が丁寧に関
わり、対話し、学校や教育の場のカリキュラムに集
積していくことで実現する場面が観察される(知念
2012,武井 2017)。このような対話的カリキュラム形
成を、どのような学校・学習の場でも実現できれば、
子ども・学習者の福祉(well-being)を、公教育システ
ムにおいて実現していくための基盤となるカリキ
ュラムマネジメントが実現する。多様な教育サービ
スの提供主体の中で、とくに子どもを尊重する丁寧
なカリキュラムマネジメントを実現している主体
へのフィールドワークとカリキュラム分析から、対
話的カリキュラム形成の特徴と多様な主体への共
有の手法を検討した。 
 
４．研究成果 
 理論面においては、「福祉的再編を基軸とした次世代型公教育システム」について森(2020)に
おいて教育の社会的機能に着目する観点からの俯瞰的整理を行った。欧州における福祉国家再
編の政治のなかで広がった社会的投資という着想は，就学前の教育・ケアや子育て支援，女性や
若年無業者・不安定就労者の職業教育・訓練や就労支援など，広義の教育領域に関心を寄せる。
他方で，1990 年代以降の日本では学校教育の多様化・弾力化をうたう教育改革が進展し，今世
紀に入ると「教育供給主体の多元化」まで射程に入れた構想も提出された。それは従来型の公教
育体系に重大な変更を迫る可能性がある。本稿は「社会的投資戦略と教育」を問う問題設定が日
本に位置付く歴史的文脈を把握するため，教育をめぐる国家と社会の関係変容の行方について
論点を整理した。 
 ガバナンスについては、不登校の子どもたちへのフリースクールや学習支援に係わる民間事
業者への補助方式や自治体関与について、検証を実施した。武井ほか(2022)において、フリース
クールや居場所を展開する NPO 法人のケースを詳細に検証し、事業性と包摂性のジレンマを前
提に組織内外の環境整備に努めることの重要性を明らかにした。行政の支援が拡大しても、小規
模事業者の経営安定は課題であるが、困難な状況の子どもたちの福祉(well-being)のセーフティネ
ットとしての役割を果たそうとするほど、経営は不安定化し、また一つの団体で受け止められる
ニーズの幅には限りがある。補助金支出に際しての行政関与はきわめて限定的であり、民間事業
者への統制は弱く、ガバナンス面での今後の課題が発生してくる可能性もある。いっぽう、地域
でのネットワーク形成などの支援等の行政関与の重要性も把握された。 
 カリキュラムについては、澤田ほか(2021)において、日米の先進的事例を中心に学校教育のカ
リキュラムの柔軟化や学びの場の多様化の効果について検証し、提言した。 
「福祉的再編を基軸とした次世代型公教育システム」を検討し、社会的政策的に提言、発信す

る挑戦的試みとして一定の成果を達成したが、引き続きこの課題に取り組んでいく必要がある。 
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